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1.18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 6,129 3.6 639 27.8 588 25.0

17年９月中間期 5,917 17.8 500 229.9 470 145.7

18年３月期 11,866 　 1,047 　 923 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 343 41.1 13 63

17年９月中間期 243 96.4 9 65

18年３月期 441 　 16 20
(注) ① 期中平均株式数 18年9月中間期 25,218,119株 17年9月中間期 25,231,451株 18年3月期 25,227,955株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 19,132 8,865 46.3 351 60

17年９月中間期 17,990 8,429 46.9 334 17

18年３月期 18,483 8,813 47.7 348 11
(注) ① 期末発行済株式数 18年9月中間期 25,214,978株 17年9月中間期 25,226,612株 18年3月期 25,222,532株

　 ② 期末自己株式数 18年9月中間期 2,562,622株 17年9月中間期 2,550,988株 18年3月期 2,555,068株

　

2.19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

通期 12,000 950 500

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）19円83銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)
　 中間期末 期末 年間

18年３月期 3.00 5.00 8.00

19年３月期(実績) 3.00 ―
6.00

19年３月期(予想) ― 3.00

(注)18年3月期の期末配当には、記念配当2.00円含む。

※上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は様々な要因によ
って予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資
料8ページを参照下さい。

― 1 ―



6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 1,457 　 　 1,723 　 　 1,492 　 　

　２　受取手形 ※４ 1,278 　 　 1,316 　 　 1,302 　 　

　３　売掛金 　 3,060 　 　 3,384 　 　 3,014 　 　

　４　たな卸資産 　 2,010 　 　 2,419 　 　 2,252 　 　

　５　その他 　 535 　 　 488 　 　 481 　 　

　　　貸倒引当金 　 △4 　 　 △0 　 　 △ 4 　 　

　　　流動資産合計 　 　 8,337 46.3 　 9,331 48.8 　 8,538 46.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※２ 5,205
　

　 4,993
　

　 5,080
　

　

　　(2) 機械及び装置 　 1,444
　

　 1,599
　

　 1,418
　

　

　　(3) 土地 ※２ 299
　

　 299
　

　 299
　

　

　　(4) 建設仮勘定 　 53
　

　 35
　

　 109
　

　

　　(5) その他 　 389
　

　 365
　

　 378
　

　

　　　有形固定資産計 　 7,393 　 　 7,293 　 　 7,286 　 　

　２　無形固定資産 　 39 　 　 23 　 　 23 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 1,903
　

　 2,133
　

　 2,351
　

　

　　(2) その他 　 386
　

　 428
　

　 382
　

　

　　　　貸倒引当金 　 △68
　

　 △ 78
　

　 △ 98
　

　

　　　投資その他の資産計 　 2,220 　 　 2,483 　 　 2,634 　 　

　　　固定資産合計 　 　 9,653 53.7 　 9,801 51.2 　 9,944 53.8

　　　資産合計 　 　 17,990 100.0 　 19,132 100.0 　 18,483 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 308
　

　 266
　

　 226
　

　

　２　買掛金 　 1,129
　

　 1,041
　

　 971
　

　

　３　短期借入金 ※２ 2,890
　

　 3,089
　

　 3,152
　

　

　４　未払法人税等 　 18
　

　 232
　

　 179
　

　

　５　賞与引当金 　 494
　

　 560
　

　 490
　

　

　６　その他 ※３ 515
　

　 733
　

　 465
　

　

　　　流動負債合計 　 　 5,357 29.8 　 5,923 31.0 　 5,485 29.7

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 1,431
　

　 1,711
　

　 1,423
　

　

　２　退職給付引当金 　 1,353
　

　 1,036
　

　 1,142
　

　

　３　役員退職慰労引当金 　 192
　

　 ─
　

　 211
　

　

　４　その他 　 1,225
　

　 1,594
　

　 1,406
　

　

　　　固定負債合計 　 　 4,202 23.3 　 4,343 22.7 　 4,184 22.6

　　　負債合計 　 　 9,560 53.1 　 10,267 53.7 　 9,669 52.3

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,509 13.9 　 ― ― 　 2,509 13.6

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 2,229 　 　 ― 　 　 2,229 　 　

　　資本剰余金合計 　 　 2,229 12.4 　 ― ― 　 2,229 12.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 2,216 　 　 ― 　 　 2,216 　 　

　２　中間(当期)
　　　未処分利益

　 1,235 　 　 ― 　 　 1,358 　 　

　　利益剰余金合計 　 　 3,452 19.2 　 ― ― 　 3,574 19.3

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 849 4.8 　 ― ― 　 1,112 6.0

Ⅴ　自己株式 　 　 △610 △3.4 　 ― ― 　 △ 612 △3.3

　　　資本合計 　 　 8,429 46.9 　 ― ― 　 8,813 47.7

　　　負債・資本合計 　 　 17,990 100.0 　 ― ― 　 18,483 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 2,509 13.1 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　 資本準備金 　 ― 　 　 2,229
　

　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 2,229 11.7 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　買換資産圧縮積立金 　 ― 　 　 1,161 　 　 ― 　 　

　　　別途積立金 　 ― 　 　 1,000 　 　 ― 　 　

　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 1,597 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 3,759 19.6 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △ 614 △3.2 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 7,882 41.2 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 982 5.1 　 ― ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 982 5.1 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 8,865 46.3 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 19,132 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 5,917 100.0 　 6,129 100.0 　 11,866 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 4,483 75.8 　 4,532 73.9 　 8,979 75.7

　　　売上総利益 　 　 1,433 24.2 　 1,597 26.1 　 2,886 24.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 933 15.7 　 958 15.7 　 1,839 15.5

　　　営業利益 　 　 500 8.5 　 639 10.4 　 1,047 8.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 164 2.8 　 128 2.1 　 271 2.3

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 193 3.3 　 179 2.9 　 394 3.3

　　　経常利益 　 　 470 8.0 　 588 9.6 　 923 7.8

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 ― ― 　 6 0.1 　 ― ―

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 38 0.7 　 ─ ─ 　 70 0.6

　　　税引前中間(当期)純
　　　利益

　 　 431 7.3 　 594 9.7 　 852 7.2

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 9 　 　 205 　 　 170 　 　

　　　法人税等調整額 　 178 188 3.2 45 250 4.1 240 410 3.5

　　　中間(当期)純利益 　 　 243 4.1 　 343 5.6 　 441 3.7

　　　前期繰越利益 　 　 992 　 　 ― 　 　 992 　

　　　中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 75 　

　　　中間(当期)未処分利
　　　益

　 　 1,235 　 　 ― 　 　 1,358 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 買換資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,509 2,229 1,216 1,000 1,358

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　買換資産圧縮積立金の取崩(注) ─ ─ △54 ─ 54

　剰余金の配当(注) ─ ─ ─ ─ △126

　役員賞与(注) ─ ─ ─ ─ △33

　中間純利益 ─ ─ ─ ─ 343

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

─ ─ △54 ─ 239

平成18年９月30日残高(百万円) 2,509 2,229 1,161 1,000 1,597

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) △612 7,701 1,112 8,813

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　買換資産圧縮積立金の取崩(注) ─ ─ ─ ─

　剰余金の配当(注) ─ △126 ─ △126

　役員賞与(注) ─ △33 ─ △33

　中間純利益 ─ 343 ─ 343

　自己株式の取得 △2 △2 ─ △2

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

─ ─ △129 △129

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△2 181 △129 52

平成18年９月30日残高(百万円) △614 7,882 982 8,865

　(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会

社株式

　　　移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会

社株式

同左

　 　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

　　

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの

同左

　　　時価のないもの

同左

　 (2) たな卸資産

　　製品及び商品、仕掛品

　　　総平均法による原価

法

(2) たな卸資産

　　製品及び商品、仕掛品

同左

(2) たな卸資産

　　製品及び商品、仕掛品

同左

　 　　原材料及び貯蔵品

　　　月別移動平均法によ

る原価法

　　原材料及び貯蔵品

同左

　　原材料及び貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

　建物、構築物

　　定額法

有形固定資産

　建物、構築物

同左

有形固定資産

　建物、構築物

同左

　 　その他の有形固定資産

　　定率法

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物、構築物８～50年

　　機械及び装置３～12年

　その他の有形固定資産

同左

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物、構築物８～50年

　　機械及び装置３～12年

　その他の有形固定資産

　　　　　同左

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物、構築物８～50年

　　機械及び装置３～12年

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

備えるため、前１年間の

支給実績を基礎として当

期冬季賞与の支給見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

備えるため支給見込額を

計上しております。

　

(2) 賞与引当金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

数理計算上の差異は、

５年による按分額を発生

年度から損益処理してお

ります。

(3) 退職給付引当金

同左

　

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産残高に基づ

き、当事業年度末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　　なお、数理計算上の差

異は、５年による按分額

を発生年度から損益処理

しております。

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職

慰労金内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

─────
　(追加情報)

　当社は、取締役及び監

査役の役員退職慰労金制

度を廃止することとし、

平成18年６月29日開催の

定時株主総会において、

慰労金の打ち切り支給議

案が承認可決されまし

た。

　これにより、当中間会

計期間において「役員退

職慰労引当金」を全額取

り崩し、打ち切り支給額

の未払い分については固

定負債の「その他」に計

上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職

慰労金内規に基づく当事

業年度末要支給額を計上

しております。

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左 　外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を採用し

ております。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　原則として繰延ヘッジ

処理によっております。

なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約に

ついては振当処理に、特

例処理の要件を満たして

いる金利スワップについ

ては特例処理によってお

ります。

　

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
  至　平成18年３月31日)

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　当中間会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　当期にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりで

あります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 　ａ　ヘッジ手段

　　　　…為替予約

　　　ヘッジ対象

　　　　…製品輸出による

外貨建売上債権

　ｂ　ヘッジ手段

　　　　…金利スワップ

　　　ヘッジ対象

　　　　…借入金

　 　ａ　ヘッジ手段

　　　　…為替予約

　　　ヘッジ対象

　　　　…製品輸出による

外貨建売上債権

　ｂ　ヘッジ手段

　　　　…金利スワップ

　　　ヘッジ対象

　　　　…借入金

　 (3) ヘッジ方針

　　デリバティブ取引に関

する権限規程及び取引限

度額等を定めた内部規程

に基づき、ヘッジ対象に

係る為替相場変動リスク

及び金利変動リスクを一

定の範囲内でヘッジして

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計又

は相場変動とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動を

半期毎に比較し、両者の

変動額等を基礎にしてヘ

ッジ有効性を評価してお

ります。ただし、特例処

理によっている金利スワ

ップについては、有効性

の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 納付税額等の計算にお

ける利益処分方式による

買換資産圧縮積立金取崩

額の取扱い

　　中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当事業年度に係る

利益処分において予定し

ている買換資産圧縮積立

金の取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係

る金額を計算しておりま

す。

(1) 納付税額等の計算にお

ける買換資産圧縮積立金

取崩額の取扱い

　　中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当事業年度におい

て予定している買換資産

圧縮積立金の取崩しを前

提として、当中間会計期

間に係る金額を計算して

おります。

　

―――――

　 (2) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

を採用しております。

(2) 消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
   至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

前事業年度
（自　平成17年４月１日
   至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会　平成14

年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成15年10月31日

　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

　 関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、同額であります。

　

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年８

月９日)）及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成15年10月31日　企

業会計基準適用指針第６号）を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

13,230百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

13,631百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

13,451百万円

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,376百万円

土地 5

計 2,382百万円

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,275百万円

土地 5

計 2,281百万円

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,323百万円

土地 5

計 2,328百万円

　　　担保付債務

長期借入金 1,180百万円

(１年内返済分186百万円含
む)

　 　

　　　担保付債務

長期借入金 940百万円

(１年内返済分151百万円含
む)

　 　

　　　担保付債務

長期借入金 1,060百万円

(１年内返済分293百万円含
む)

　 　

　
※３　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

―――――

　

※３　消費税等の取扱い

同左

　

※４　期末日満期手形の処理

　　　当中間会計期間の末日は、金

融機関の休業日でありますが、

満期日に決済が行われたものと

して処理しております。当中間

会計期間末日残高から除かれて

いる満期手形は次のとおりであ

ります。

　受取手形　　　142百万円

　

―――――

　
―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1百万円

不動産賃貸料 58

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1百万円

不動産賃貸料 66

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2百万円

不動産賃貸料 120

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 26百万円

賃貸資産
減価償却費

45

固定資産廃棄
損

28

貸倒引当金繰
入額

30

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 27百万円

賃貸資産
減価償却費

44

　

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 55百万円

賃貸資産
減価償却費

90

賃貸資産固定
資産税

35

※３　特別利益の主要項目

―――――

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻
入金

6百万円

　

※３　特別利益の主要項目

―――――

　

※４　特別損失の主要項目

関係会社出資
金評価損

38百万円

※４　特別損失の主要項目

―――――
　

※４　特別損失の主要項目

関係会社出資
金評価損

70百万円

　
　

　５　減価償却実施額

有形固定資産 321百万円

無形固定資産 5

　５　減価償却実施額

有形固定資産 329百万円

無形固定資産 3

　５　減価償却実施額

有形固定資産 659百万円

無形固定資産 9
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

自己株式 　 　 　 　

普通株式 2,555,068 7,554 ─ 2,562,622

合　　　　計 2,555,068 7,554 ─ 2,562,622
　

(変動事由の概要)

　普通株式の自己株式数の増加7,554株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

361 212 148

車両
運搬具

5 2 3

工具器具
及び備品

238 112 125

合計 605 327 278

　　なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

172 59 113

車両
運搬具

5 3 2

工具器具
及び備品

197 112 85

合計 375 174 201

同左

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

361 233 128

車両
運搬具

5 2 3

工具器具
及び備品

238 134 104

合計 605 370 235

　　なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 76百万円

１年超 201

合計 278

　　なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 62百万円

１年超 139

合計 201

同左

②　未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 65百万円

１年超 169

合計 235

　　なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 53百万円

減価償却費
相当額

53

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 33百万円

減価償却費
相当額

33

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 96百万円

減価償却費
相当額

96

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

　
（減損損失について）

　減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

　

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　

　
（減損損失について）

同左
　

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　

　

（減損損失について）

同左
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年９月30日)、当中間会計期間末(平成18年９月30日)及び前事業年度末(平

成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはないため記載しておりません。
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１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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重要な後発事象

　　　該当事項はありません。
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　

前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。
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